第４回講習会

発生主義・複式簿記の導入と固定資産台帳業務（2）

2009.8.26

船戸　明

★発生主義・複式簿記の導入

応用編

【1】 取引の構成要素と勘定連絡

（1） 構成要素

	
	財務書類
	項目
	借方
	貸方

	ストック
	BS
	①資産
	増加
	減少

	
	
	②負債
	減少
	増加

	
	
	③純資産
	減少
	増加

	フロー
	PL
	④費用
	増加
	減少

	
	
	⑤収益
	減少
	増加

	
	NW
	⑥財源
	減少
	増加

	
	
	⑦資産形成充当財源
	減少
	増加

	
	CF
	資金
	増加
	減少


（2） 勘定連絡
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【2】 取引の分類

（1） 一般的には

《資金取引と非資金取引》

· 資金取引が現行制度と同様、資金が動く取引

· 非資金取引には二種類

(1) タイミングの問題でまだ資金が動いていない取引（未収・未払）

(2) そもそも資金が動かない取引（減価償却、引当金等）

《損益取引と資本取引》
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企業が1000の増資をした

· [image: image3.wmf]担当課

対象資産

既存の台帳

・

公有財産台帳の電子化

・

電子化した台帳を各所管部門へ配布

・

固定資産の現物調査及びその統括

・

売却可能資産の洗い出し、評価

・

土地の評価

・

固定資産の現物調査

・

売却可能資産の洗出し、評価

・

土地の評価

・

固定資産の現物調査

・

売却可能資産の洗出し、評価

・

土地の評価

・

固定資産の現物調査

・

売却可能資産の洗出し、評価

・

土地の評価

・

道路・河川台帳の電子化

・

固定資産の現物調査

・

売却可能資産の洗出し、評価

・

土地の評価

・

台帳の作成、整理

・

台帳の電子化

・

売却可能資産の洗出し、評価

・

土地の評価

・

公園に設置されている遊具の評価

・

備品を現物調査し、計上基準以上の

金額の重要物品を抽出し、台帳を作

・

台帳の電子化

・

備品の分類（耐用年数、財源）

公有資産台帳

道路台帳

河川台帳

公有資産台帳

備品台帳

教育施設

道路・河川
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備品等

教育委員会

道路河川課

都市整備課

会計課

初年度の作業内容

管財課

水道課

福祉課

下記以外の公有財産等

水道施設

福祉施設

公有財産台帳

公有財産台帳

公有財産台帳

企業が1000の利益を稼いだ

《結論》

●非資金取引の二種類が、発生主義の考え方そのものです。

●企業の場合、利益獲得が目的です。よって、損益取引と資本取引は厳格に区分されます。また元手には課税しません。

●地方自治体の場合、利益獲得が目的ではありません。よって、行政コストは単なるコストの計算書です。

●つまり、純資産の増減こそが、地方自治体の重要なフロー取引です（→（３））。

（2） 公会計において重要なのは

《BSかPLか：フローかストックか》

· 現行制度との関連におけるテクニカルな問題として必要な区分です。

· 工事請負費の「施設整備費」が資産か、費用か。

《PLかNWか：フローの中の区分》

· 税収が「収益」か「純資産（財源）」か

· 受益者負担の考えを持つ取引がPL、それ以外はNWが大まかな区分です。

　　　

《結論》

●ある執行データが資産計上かどうか判断することが必要です。

●殆どの収入（地方債除く）がNWに計上されます。

（3） 純資産に関する取引

　　　《区分》

· 純資産は「⑥財源」と「⑦資産形成充当財源」に区分されます。

· [image: image4.wmf]「財源」　　　　　 ：

· [image: image5.wmf]「資産形成充当財源」：

《事例》

· 税収1000、内800を使って道路を建築した。

(1) [image: image6.wmf]【台帳様式（別表A5-3�@）】

番号

項目

説明

1

No

資産の番号

2

枝番

同一の資産について計上を区分したい場合等の枝番号

3

主管箇所

資産を管理している主たる管理部署

4

勘定科目

適用する勘定科目

5

件名

資産の名称

6

リース区分

所有物かリース資産であるかの区分

7

耐用年数分類

適用する耐用年数の種類

8

耐用年数

適用する耐用年数の年数

9

取得年月日

取得した年月日

10

供用開始年月日

供用開始した年月日

11

取得額・取得額相当額

取得価額又は算定した取得価額相当額（再調達価額）

12

増減異動日付

前年度から資産が増減した場合の日付

13

増減異動前簿価

資産の増減を反映する前の簿価（期首簿価）

14

増減異動事由

増減が異動した事由

15

今回増加額

異動により増減した金額（16〜21の合計）

16

有償取得額

有償で取得した増分の金額

17

無償所管替増分

無償で所管換した増分の金額

18

その他無償取得分

その他無償で取得した増分の金額

19

調査判明増分

年度内調査により新たに判明した増分の金額

20

振替増額

別科目から振替した増分の金額

21

評価等増額

再評価等を行った増分の金額

22

今回減少額

異動により減額した金額（23〜28の合計）

23

除却額

除却した減分の金額

24

無償所管替減分

無償で所管換した減分の金額

25

その他無償譲渡分

その他無償で譲渡した減分の金額

26

誤記載減少分

年度内調査により新たに判明した減分の金額

27

振替・分割減額

別科目から振替した減分の金額

28

減価償却額

当年度の減価償却費相当額（インフラ資産は直接資本減

耗相当額）

29

評価等減額

評価等減額

30

増減異動後簿価

増減異動後簿価

31

予算執行科目

取得時の予算科目名（予算科目が複数に渡る場合もある

ので、複数用意する）

32

取得財源内訳

取得時の財源内訳（別表Ａ３「財源区分表」を参考に財源

毎に金額を記載）

33

用途

資産の用途

34

事業分類

使用されている事業分類名

35

開始時見積資産

開始時の固定資産について、取得額（又は取得価額相当

額）、取得年度が判明せず、直接開始時簿価を評価した場

合の金額

36

各種属性情報

その他で管理すべき付加情報

37

売却可能区分

売却可能資産であるか否かの区分

38

完全除却済記号

当該資産を除却した場合のフラグ

今

回

増

加

内

訳

今

回

減

少

内

訳
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税収1000が入った
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道路建築し、800支払った


· 税収1000と公債財源200を使って、道路1200を建築した。

(1) 税収1000が入った。

(2) 公債200を調達した。

(3) 道路建築し、1200支払った


《結論》

●資産形成となる取引を行った場合、同時に、純資産内部での振替が必要です。

●未だ未使用で残っている財源と、既に使用された財源を明らかにし、純資産の増減をより明確にするためです。

●特に、財源の過不足により、将来世代への負担を明確にすることができます。


《回答》

· 税収1000、内800を使って道路を建築した。

(1) 税収1000が入った

(2) 道路建築し、800支払った


　　　　　　　　　　　　　　⑥財源残高200、⑦資産形成充当財源残高800

· 税収1000と公債財源200を使って、道路1200を建築した。

(1) 税収1000が入った。

(2) 公債200を調達した。

(3) 道路建築し、1200支払った


　　　　　　　　　　　　　　⑥財源残高▲200、⑦資産形成充当財源残高1200

★固定資産台帳の整備（2）

【1】 固定資産台帳への記載項目

【2】 固定資産台帳の作成例　～　「資産評価実務手引」に沿って

（1） 固定資産台帳整備の流れ

1 計画、準備

2 書式の作成
：公有財産台帳、土地台帳、建物台帳等の活用

3 資産の棚卸
：各部署管理の資産台帳、情報と照合。現地調査。

4 データ作成
：資産データの入力

5 データ統合
：同一資産を複数部署で保有している場合など。

6 開始時簿価の算定

7 固定資産台帳の作成

（2） 各部署の役割分担例




（3） 一般的な公有財産台帳の例

（4） コード体系の構築


（5） 簿価算定のための情報追加


（6） 財源管理

【3】 建設仮勘定台帳の記載例






























































































『新地方公会計制度の徹底解説』監査法人トーマツ パブリックセクターグループ編著より














純資産（⑦資産形成充当財源）1200増加





純資産（①財源）1200減少





道路（①資産）1200増加





現金（①資産）1200減少





現金（①資産）200増加





公債（②負債）200増加





現金（①資産）1000増加





純資産（⑥財源）1000増加





純資産（⑦資産形成充当財源）800増加





純資産（⑥財源）800減少





現金（①資産）800減少





道路（①資産）800増加





現金（①資産）1000増加





純資産（⑥財源）1000増加
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